
都市農業振興基本法
のあらまし

平 成 ２ ７ 年 ７ 月



災害時の防災空間

火災時における延焼の防止や
地震時における避難場所、仮設
住宅建設用地等のための防災
空間としての役割

国土・環境の保全

都市の緑として、雨水の保
水、地下水の涵養､生物の
保護等に資する役割

良好な景観の形成

緑地空間や水辺空間を提供し、
都市住民の生活に「やすらぎ」
や「潤い」をもたらす役割

農業体験・学習、交流の場

都市住民や学童の農業体験・
学習の場及び生産者と都市
住民の交流の場を提供する
役割

都市住民の農業への理解の醸成

身近に存在する都市農業を
通じて都市住民の農業への
理解を醸成する役割

消費者が求める地元産の
新鮮な農産物を供給する
役割

新鮮な農産物の供給

○ 我が国の都市農業は、都市化の潮流の中にあっても、農業者や関係者の

皆様の努力により、新鮮な農産物の供給、防災空間の確保、良好な景観の

形成、国土・環境の保全、農業体験の場の提供等の多様な機能を発揮して

きました。
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≪都市における人口・高齢化の推移と見通し≫○ 人口の減少や高齢化が進む中、これ

まで宅地化予定地として見られてきた

都市農地に対する開発圧力も低下して

きています。

資料：総務省「平成22年国勢調査人口等基本集計」、国立社会保障・人口問題研究
所「日本の地域別将来推計人口(平成25年３月)」を基に農林水産省で推計

注：１） 国勢調査における人口集中地区を都市とした。
２） 高齢化率とは、人口に占める65歳以上の高齢者の割合
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≪ ≫
都市農業振興基本法第３条第１項
で規定する都市農業の多様な機能

都市農業振興基本法が成立しました



○ 基本法では、都市農業の振興に関する基本理念として、

① 都市農業の多様な機能の適切かつ十分な発揮と都市農地の有効な活用

及び適正な保全が図られるべきこと

② 良好な市街地形成における農との共存に資するよう都市農業の振興が

図られるべきこと

③ 国民の理解の下に施策の推進が図られるべきこと

を明らかにするとともに、政府に対し、必要な法制上、財政上、税制上、

金融上の措置を講じるよう求めています。また、総合的・計画的に施策が

推進されるよう、政府による都市農業振興基本計画の策定が義務付けられ

ました。

○ この基本法に即し、今後、農産物供給機能の向上、防災機能の発揮、的

確な土地利用計画の策定等のための施策や税制上の措置など基本的施策の

具体的な検討が進められます。これらを通じ、都市農業が安定的に継続で

きる環境整備等が進んでいきます。

○ 都市農業振興基本法は、このような

状況を踏まえ、都市農業の安定的な継

続を図るとともに、多様な機能の適切

かつ十分な発揮を通じて良好な都市環

境の形成に資することを目的として制

定されました。

〈都市農業振興基本法の制定経過〉
平成27年
４月７日 参議院農林水産委員会 全会一致で提出を決定

９日 参議院本会議 全会一致で可決
15日 衆議院農林水産委員会 全会一致で可決
16日 衆議院本会議 全会一致で可決・成立
22日 官報公布・施行

○ 都市農業に対する住民の評価の高ま

りも見られます。とりわけ、東日本大

震災を契機として、防災の観点から都

市農地を保全すべきとの声が広がって

いるところです。

≪都市住民の都市農業・都市農地の保全に対する考え方≫

保全すべき
79％

どちらかといえば
残していくべき

39%

どちらかといえば
宅地化すべき

6%

積極的に宅
地化すべき

2%

是非残していく
べき
40%

どちらとも
言えない

13％

資料：農林水産省都市農村交流課調べ（平成24年度）
（回答者数：三大都市圏特定市の住民1,600名）
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国等が講ずべき基本的施策

① 農産物供給機能の向上、担い手の育成・確保

② 防災、良好な景観の形成、国土・環境保全等の機能の発揮

③ 的確な土地利用計画策定等のための施策

④ 都市農業のための利用が継続される土地に関する税制上の措置

⑤ 農産物の地元における消費の促進

⑥ 農作業を体験することができる環境の整備

⑦ 学校教育における農作業の体験の機会の充実

⑧ 国民の理解と関心の増進

⑨ 都市住民による農業に関する知識・技術の習得の促進

⑩ 調査研究の推進

施策推進のための三つのエンジン

基本理念

◆都市農業の有する機能の適
切・十分な発揮とこれによる
都市の農地の有効活用・適
正保全

◆人口減少社会等を踏まえた
良好な市街地形成における
農との共存

◆都市住民をはじめとする国
民の都市農業の有する機能
等の理解

国･地方公共団体の責務等

◆国・地方公共団体の施策の
策定及び実施の責務

◆都市農業を営む者・農業団
体の基本理念の実現に取り
組む努力

◆国、地方公共団体、都市農
業を営む者等の相互連携・
協力

◆必要な法制上・財政上・税
制上・金融上の措置

都市農業振興基本計画等

◆政府は、都市農業振興基本
計画を策定し、公表

◆地方公共団体は、都市農業
振興基本計画を基本として
地方計画を策定し、公表

①都市農業の安定的な継続

②都市農業の有する機能の適切・十分な発揮→良好な都市環境の形成

基本理念等を定めることにより、
都市農業の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進

目的

都市農業振興基本法の概要

都市農業の定義

市街地及びその周辺の地域において行われる農業
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○ 都市農業振興基本法は、都市農業の安定的な継続を図るとともに、都市農業
の多様な機能の発揮を通じ良好な都市環境の形成に資することを目的として制
定されました。

第一条 この法律は、都市農業の振興に関し、基本理念及びその実現を図るのに基
本となる事項を定め、並びに国及び地方公共団体の責務等を明らかにすることに
より、都市農業の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって都市農
業の安定的な継続を図るとともに、都市農業の有する機能の適切かつ十分な発揮
を通じて良好な都市環境の形成に資することを目的とする。

都市農業振興基本法
（平成27年法律第14号）

＜第一章 総則＞

目的

第二条 この法律において「都市農業」とは、市街地及びその周辺の地域において
行われる農業をいう。

定義

○ この法律で「都市農業」とは、市街地及びその周辺の地域において行われる
農業をいいます。

○ この法律は「基本法」であり、今後の施策運営の基本的な方向を示すもので
す。このため、この法律の中では、施策の対象となる「都市農業」の範囲につ
いて厳密な定義は置かれていません。

○ この法律に基づく施策の対象地域については、今後、地方公共団体が定める
地方計画等の中で具体的に示されることとなります。

○市街地で行われている農業（例） ○市街地の周辺で行われている農業（例）

東京都小金井市 大阪市 さいたま市

４



第三条 都市農業の振興は、都市農業が、これを営む者及びその他の関係者の努力
により継続されてきたものであり、その生産活動を通じ、都市住民に地元産の新
鮮な農産物を供給する機能のみならず、都市における防災、良好な景観の形成並
びに国土及び環境の保全、都市住民が身近に農作業に親しむとともに農業に関し
て学習することができる場並びに都市農業を営む者と都市住民及び都市住民相互
の交流の場の提供、都市住民の農業に対する理解の醸成等農産物の供給の機能以
外の多様な機能を果たしていることに鑑み、これらの機能が将来にわたって適切
かつ十分に発揮されるとともに、そのことにより都市における農地の有効な活用
及び適正な保全が図られるよう、積極的に行われなければならない。

２ 都市農業の振興は、我が国における少子高齢化の進展及び人口の減少等の状況
並びに地球温暖化の防止等の課題に対応した都市の在り方という観点を踏まえ、
都市農業の有する前項の機能が適切かつ十分に発揮されることが都市の健全な発
展に資するとの認識に立って、土地利用に関する計画の下で、都市農業のための
利用が継続される土地とそれ以外の土地とが共存する良好な市街地の形成に資す
るよう行われなければならない。

３ 都市農業の振興に関する施策については、都市農業を営む者及び都市住民をは
じめとする幅広い国民の都市農業の有する第一項の機能等についての理解の下に、
地域の実情に即して、その推進が図られなければならない。

○ 都市農業の振興に関する基本理念として、
① 都市農業の振興は、都市農業の多様な機能が将来にわたって適切かつ十分に

発揮されるとともに、そのことにより都市における農地の有効活用及び適正保
全が図られるよう、積極的に行われなければならないこと

② 都市農業の振興は、都市農業の多様な機能の発揮が都市の健全な発展に資す
るとの認識に立って、都市農地とそれ以外の土地とが共存する良好な市街地の
形成に資するよう行われなければならないこと

③ 都市農業の振興に関する施策は、都市農業の多様な機能等についての幅広い
国民の理解の下に、地域の実情に即して推進が図られなければならないこと

が示されました。

基本理念

（参考）都市農業に関連する指標（試算）

注１：全国の数値のうち、農家戸数は「農林業センサス」（平成22年）、農地面積は「耕地及び作付面積統計」（平成26年）、販売金額は「農林業センサ
ス」（平成17年）による。

注２：都市農業の数値のうち、農家戸数、販売金額は、平成23年に農林水産省が実施した「都市農業実態調査」（都市農業者を対象としたアンケート
調査）及び「農林業センサス」（平成17年、22年）、「耕地及び作付面積統計」（平成24年）、「固定資産の価格等の概要調書」（平成23年）、「都市計
画年報」（平成23年）を用いた推計。農地面積は、「固定資産の価格等の概要調書」（平成25年）、「都市計画年報」（平成25年）による。

注３：都市農業の「農家戸数」は市街化区域で営農している農家数であり、併せて市街化区域以外でも営農している農家を含む。「農地面積」は市街
化区域内農地面積。「販売金額」には、市街化区域以外での生産分も含まれる。

農家戸数 農地面積 販売金額

全 国 ２５２．８万戸 ４５１．８万ha ５兆８，３６６億円

都市農業（対全国比）

２２．８万戸( 9％)

８．０万ha( 2％) ４，４６６億円

うち生産緑地 （9％）

１．４万ha( 0.3％)

５



（国の責務）
第四条 国は、前条の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、都市農

業の振興に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。

（地方公共団体の責務）
第五条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、都市農業の振興に関し、国との適

切な役割分担を踏まえて、当該地域の状況に応じた施策を策定し、及び実施する
責務を有する。

（都市農業を営む者等の努力）
第六条 都市農業を営む者及び農業に関する団体は、都市農業及びこれに関連する

活動を行うに当たっては、基本理念の実現に主体的に取り組むよう努めるものと
する。

国の責務、地方公共団体の責務、都市農業者等の努力

○ 国・地方公共団体は、施策を策定・実施する責務を有するものとされました。

○ また、都市農業者及び農業団体は、基本理念の実現に主体的に取り組むよう
努めるものとされました。

第七条 国、地方公共団体、都市農業を営む者その他の関係者は、都市農業の振興
に関する施策が円滑に実施されるよう、相互に連携を図りながら協力するよう努
めるものとする。

関係者相互の連携及び協力

○ 都市農業の関係者は、相互に連携を図りながら協力するよう努めるものと
されました。

第八条 政府は、都市農業の振興に関する施策を実施するため必要な法制上、財政
上、税制上又は金融上の措置その他の措置を講じなければならない。

法制上の措置等

○ 政府は、必要な法制上、財政上、税制上、金融上の措置等を講ずることと
されました。

６



第九条 政府は、都市農業の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るた
め、都市農業振興基本計画（以下「基本計画」という。）を定めなければならな
い。

２ 基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。

一 都市農業の振興に関する施策についての基本的な方針

二 次章に定める基本的施策の実施その他都市農業の振興に関し、政府が総合的
かつ計画的に講ずべき施策

三 前二号に掲げるもののほか、都市農業の振興に関する施策を総合的かつ計画
的に推進するために必要な事項

３ 農林水産大臣及び国土交通大臣は、基本計画の案を作成し、閣議の決定を求め
なければならない。

４ 農林水産大臣及び国土交通大臣は、前項の規定により基本計画の案を作成しよ
うとするときは、あらかじめ、関係行政機関の長に協議しなければならない。

５ 農林水産大臣及び国土交通大臣は、第三項の規定により基本計画の案を作成し
ようとするときは、あらかじめ、食料・農業・農村政策審議会及び社会資本整備
審議会の意見を聴くとともに、都市農業を営む者、都市住民等の多様な主体の意
見を反映させるために必要な措置を講じなければならない。

６ 政府は、第一項の規定により基本計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表
しなければならない。

７ 第三項から前項までの規定は、基本計画の変更について準用する。

＜第二章 都市農業振興基本計画等＞

都市農業振興基本計画

○ 政府は、都市農業の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るた
め、閣議決定により都市農業振興基本計画を定めることとされました。

《基本計画の内容》
・基本的な方針
・政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策
・その他必要な事項

○ 基本計画の案は、農林水産大臣及び国土交通大臣が作成し、閣議決定を求め
ます。

○ 両大臣は、計画の作成に当たっては、関係行政機関の長に協議し、食料・農
業・農村政策審議会及び社会資本整備審議会の意見を聴くとともに、都市農業
者、都市住民等の多様な主体の意見を反映させるための措置を講ずる必要があ
ります。

７



第十条 地方公共団体は、基本計画を基本として、当該地方公共団体における都市
農業の振興に関する計画（以下「地方計画」という。）を定めるよう努めなけれ
ばならない。

２ 地方公共団体は、地方計画を定めようとするときは、都市農業を営む者、都市
住民等の多様な主体の意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めなけ
ればならない。

３ 地方公共団体は、地方計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表するよう努
めなければならない。

４ 前二項の規定は、地方計画の変更について準用する。

地方計画

○ 地方公共団体は、政府の基本計画を基本として、その地方公共団体における
都市農業の振興に関する計画（地方計画）を定めるよう努めることとされまし
た。

○ 地方公共団体は、地方計画の策定に当たっては、都市農業者、都市住民等の
多様な主体の意見を反映させるための措置を講ずるよう努める必要がありま
す。

８

（参考）地方公共団体における都市農業の多様な機能への期待（大都市を対象とした調査）

資料：農林水産省都市農村交流課調べ（市街化区域内に農地のある市区町村の農政担当部局へのアンケート調査。
人口密度5,000人/k㎡以上の都市を大都市として集計。回答数78自治体） （平成24年度）
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（94.7%）

（93.4%）

（90.8%）

（78.7%）

（77.3%）

（73.3%）



第十一条 国及び地方公共団体は、都市農業の有する農産物を供給する機能の向上
並びに都市農業の担い手の育成及び確保を図るため、農産物の生産に必要な施設
の整備、都市農業の特性に応じた農業経営の展開のための技術及び知識の普及指
導、都市農業に関連する諸制度についての情報の提供、都市農業の経営の安定向
上に資するための農村地域における営農との連携の促進その他の必要な施策を講
ずるものとする。

＜第三章 基本的施策＞

農産物を供給する機能の向上、担い手の育成及び確保

○ 国及び地方公共団体は、都市農業の農産物供給機能の向上と担い手の育成・
確保を図るため、必要な施策を講ずるものとされました。

≪都市における農業生産の状況≫

都市農業の経営は全国平均と比べて小規模ですが、消費地の中での生産という特性を活かし、野菜を
中心に多様な作物が生産されています。

≪農産物供給機能の向上≫ ≪担い手の育成・確保≫

東京都の新規就農者グループ「東京NEO-FARMERS!」神奈川県農業技術センターの技術指導の
様子（神奈川県川崎市）

○農産物の部門別農業産出額の割合
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○農家１戸当たり経営耕地面積

全国平均の
６割

(ａ)

資料：都市農家は、農林水産省「都市農業実態調査（平成23年）」
（市街化区域内に農地を所有する農家を対象としたアンケート
調査）、全国は、｢2010年世界農林業センサス｣による。

都市農家
全体

三大都市圏
特定市

地方都市 全国平均

都市農業の農産物供給機能の向上に向け、
必要な施策を講ずるものとされました。

都市農業の担い手の育成・確保が求められる中、
新たな担い手の参入も進んでいます。

資料：農林水産省「生産農業所得統計（平成25年）」

９



第十二条 国及び地方公共団体は、都市農業の有する都市における防災、良好な景
観の形成並びに国土及び環境の保全等の機能が的確に発揮されるよう、これらの
機能に関係する計画における当該機能の位置付けの明確化、都市農業を営む者等
とのこれらの機能の発揮に係る協定の締結、これらの機能の発揮に資する施設の
整備その他の必要な施策を講ずるものとする。

防災、景観形成、国土・環境保全

○ 国及び地方公共団体は、都市農業の有する防災、景観形成、国土・環境保全
等の機能が的確に発揮されるよう、必要な施策を講ずるものとされました。

≪防災≫

≪景観形成≫

「農の風景育成地区」の景色（東京都世田谷区） 田んぼの生き物調査の様子（愛知県一宮市）

建築物の密集する都市において農地は貴重な空き地でもあり、防災面においても、火災時の延焼の防止
や地震の際の避難場所・仮設住宅建設用地の提供等、多様な役割を果たします。

≪国土・環境の保全≫

都市農業は、緑地空間、水辺空間の提供に
より良好な景観の形成にも役立っています。

都市農業は、多様な生物を保護するなど、
国土・環境を保全する機能も果たしています。

出典：（一財）農村開発企画委員会「都市農業の振興推進報告書」（平成24年度）

○延焼シミュレーションによる農地の延焼防止機能 （出火後、６時間
経過後の延焼の拡大状況）

都市農地や農業用水を利用
した防災訓練の様子
（大阪府貝塚市）

○防災訓練

Ａ
Ｂ

Ｃ

宅地化された
農地

北東の風
風速４m/s

火元Ａ
Ｂ

Ｃ
農地

農地により西側への延焼を防止

農地Ａ、Ｂ、Ｃが宅地化され
西側へ延焼が拡大
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第十三条 国及び地方公共団体は、都市農業のための利用が継続される土地とそれ
以外の土地とが共存する良好な市街地の形成を図るため、都市農業のための利用
が継続される土地に関し、的確な土地利用に関する計画が策定され、及びこれに
基づき土地利用の規制その他の措置が実施されるために必要な施策を講ずるもの
とする。

的確な土地利用に関する計画の策定等のための施策

○ 国及び地方公共団体は、都市農業のための利用が継続される土地とそれ以
外の土地とが共存する良好な市街地の形成を図るため、必要な施策を講ずる
ものとされました。

≪現行の都市農地に関する制度と規制≫

○市街化調整区域での都市農業（例） ○生産緑地での都市農業（例）

生産緑地地区は、全国で1万4千haが指定され
ています（東京都杉並区の生産緑地地区）

既に市街地を形成している区域及び
概ね10年以内に優先的かつ計画的
に市街化を図るべき区域

農地面積
８万ｈａ

生産緑地
１．４万ｈａ

市街化を抑制すべき区域

農地転用は事前
の届出で可能

市街化区域
１４５万ｈａ

市街化調整区域

３７９万ｈａ

都市農地に関する制度や規制は、都市計画法、生産緑地法、農地法等で定められています。

農地の転用・開発には
許可が必要

横浜市では、市街化調整区域内に「農業専用
地区」を設け、農業施策を優先的・重点的に実
施しています（長津田台農業専用地区の風景）

11

○土地利用の区域区分と規制（概念図）

市街化区域、市街化調整区域、生産緑地地区面積：国土交通省都市局「都市計画年報」（H25）

都市計画に生産緑地地区として
定められた農地は、建築制限等
により適正に保全



第十四条 国及び地方公共団体は、土地利用に関する計画及びこれに基づく措置を
踏まえ、都市農業が安定的かつ確実に継続されるよう、都市農業のための利用が
継続される土地に関し、必要な税制上の措置を講ずるものとする。

税制上の措置

○ 国及び地方公共団体は、土地利用計画とこれに基づく措置を踏まえ、都市
農業のための利用が継続される土地に関し、必要な税制上の措置を講ずるも
のとされました。

○相続税納税猶予制度

三大都市圏の

特定市（注１）

三大都市圏の特定市

以外の市町村

納税猶予期間の終了事由

とならない貸付け

市街化区域内の農地 適用なし
適 用

（20年継続で免除）
営農困難時の貸付け

生産緑地地区
適 用

（終身営農が必要）

市街化調整区域等の農地 適 用（終身営農が必要）
営農困難時の貸付け

基盤法による政策的貸付け

○固定資産税

三大都市圏の特定市（注１） 三大都市圏の特定市以外の市町村

市街化区域内の農地 宅地並評価・宅地並課税 宅地並評価・農地に準じた課税（注２）

生産緑地地区 農地評価・農地課税 農地評価・農地課税

市街化調整区域等の農地 農地評価・農地課税 農地評価・農地課税

注２：三大都市圏の特定市以外の市町村の市街化区域農地は、評価は宅地並となるものの、課税の際には負担調整措置

（税額の増を前年度比最大＋１０％までに抑制する措置）が講じられます。

≪現行の都市農地に関する税制≫

都市農地、特に市街化区域内農地は、一般の農地と比較して地価の水準が高いことから、経営に対する
税の影響に配慮した仕組みが設けられています。

12

注１：三大都市圏の特定市とは次に掲げる地域を指します。
① 都の特別区の区域
② 首都圏、近畿圏又は中部圏内にある政令指定都市
③ ②以外の市でその区域の全部又は一部が以下の区域内にあるもの

・首都圏整備法に規定する既成市街地又は近郊整備地帯
・近畿圏整備法に規定する既成都市区域又は近郊整備区域
・中部圏開発整備法に規定する都市整備区域



第十五条 国及び地方公共団体は、都市農業により生産された農産物を地元におい
て消費する地産地消の促進を図るため、直売所の整備、都市農業を営む者と食品
の製造、加工、流通若しくは販売又は食事の提供を行う事業者との連携の促進そ
の他販売先の開拓の支援、都市住民に対する地元産の農産物に関する情報の提
供、学校給食等における地元産の農産物の利用の推進その他の必要な施策を講ず
るものとする。

農産物の地元での消費の促進

○ 国及び地方公共団体は、地産地消の促進を図るため、必要な施策を講ずる
ものとされました。

≪地産地消の動き≫

都市においても、多くの消費者から地元産の野菜を食べたいとの声が聞かれます。このような声を受け、
都市農業での直売等の割合が拡大しています。

大阪府箕面市では、地元農家と箕面市
農業公社の協力により安全安心な給食
材料として、箕面産野菜を学校給食に
取り入れています。

○地産地消の先進的な取組

○ 市場外流通の拡大（東京都の例）

個人直売

（含宅配）

27%

個人直売

（含宅配）

26%

共同直売所
16%

共同直売所
24%

スーパー

・小売店

・生協

8%

スーパー・

小売店・生協

16%

2%

学校

給食等

9%

市場
44%

市場
23%

その他

3%

その他

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１０年前

現 在

53%

75%

資料：東京都産業労働局農林水産部
「平成23年度都市農業実態調査（野菜生産農家の出荷・販売に関する実態調査）」

みかけた場合
などに、時々
購入したい

47.4%

積極的に
購入したい

28.6%

地場産だからと
いって特に購入し
たいとは思わない

どこの産地かは
考慮していない

11.3%

12.8%

資料：農林水産省都市農業室調べ（平成26年度）
（回答者数：三大都市圏特定市の住民2,000人）

○地場産野菜の購入の意向

購入したい
76%

大阪府東大阪市では、地元産の野菜
を買うことで地域の農地を守っていこ
うという「ファームマイレージ２運動」に
取り組んでいます（直売所のポスター）

福岡県北九州市では「地元いち
ばん」のキャッチコピーで、地元
農産物の魅力を伝えています
（「地元を食べよう北九州」のHP）
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第十六条 国及び地方公共団体は、都市農業の有する第三条第一項の機能のうち同
項の場を提供する機能が発揮されるようにするとともに都市における農地の有効
な活用が図られるようにし、及び都市住民の農業に対する理解と関心を深めるた
め、市民農園の整備その他の農作業を体験することができる環境の整備、教育及
び高齢者、障害者等の福祉を目的とする都市農業の活用の推進その他の必要な施
策を講ずるものとする。

農作業を体験することができる環境の整備等

○ 国及び地方公共団体は、都市住民が身近に農作業に親しめる場等を提供す
るため、必要な施策を講ずるものとされました。

≪市民農園≫

≪福祉農園≫

特別養護老人ホームに併設された
高齢者福祉農園（千葉県四街道市）

露地栽培による障害者雇用農園
（茨城県つくば市）

野菜や草花を育ててみたいという都市住民のニーズを受け、市民農園は年々増加しています。また、農家
の指導付きなど、利用者のニーズを踏まえた多様な農園が誕生しています。

都市農地を、障害者の就労の場や高齢者の生きがいづくり・健康づくりの場として生かす取組も始まって
います。

資料：農林水産省都市農業室調べ
注：「都市的地域」とは、農林統計に用いる地域区分であり、次のいずれかを指す。

・可住地に占めるDID面積が５％以上で、人口密度500人以上又はDID人口２万
人以上の旧市区町村又は市町村。

・可住地に占める宅地等率が60％以上で、人口密度500人以上の旧市区町村
又は市町村。ただし、林野率80％以上のものは除く。

（年度）

2,232 
2,373 

2,515  2,536  2,643 
2,829 

3,030 
3,153  3,231  3,250 

0

1,000

2,000

3,000

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

（農園）

○都市的地域の市民農園数の推移

施設園芸による障害者雇用農園
（岡山市）

○農家が指導する農業体験農園

農園の様子（京都市）
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第十七条 国及び地方公共団体は、前条の教育を目的とする都市農業の活用の推進に
当たっては、特に学校教育において、食及び食を支える人々の活動に対する児童及び
生徒の理解が深まるよう、農作業の体験及び都市農業を営む者との交流の機会その
他農業に関する学習の機会を充実させるようにするものとする。

学校教育における農作業の体験の機会の充実等

○ 国及び地方公共団体は、特に学校教育において、農作業の体験、都市農業者
との交流等、農業に関する学習の機会を充実させることとされました。

≪学校での都市農業の学習≫

都市農業者の協力を得て、都市部の学校でも農業学習が行われています。

○教室と畑を組み合わせた総合的な農業学習

○農業学習の指導マニュアル○職場体験○校内施設の活用

東京都清瀬市では地元農業者
の協力を得て、中学生が農業の
職場を体験しています。
（写真提供：全国農業新聞）

埼玉県では都市部も含めほとんどの
小・中学校に学校ファームが設置さ
れ、指導マニュアルも充実しています。
（埼玉県、JA作成）

兵庫県姫路市の小学校では使わな
くなったプールを改装し、地域特産で
あるレンコンの栽培体験が行われて
います。

教室での学習と畑での見学・体験を組み合わせ、総合的に農業を学んでいます。（東京都足立区）
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第十八条 国及び地方公共団体は、都市住民をはじめとする国民の都市農業に対す
る理解と関心を深めるよう、都市農業に関する知識の普及及び啓発のための広報
活動、都市農業を営む者と都市住民との交流の促進その他の必要な施策を講ずる
ものとする。

国民の理解と関心の増進

○ 国及び地方公共団体は、国民の都市農業に対する理解と関心を深めるよう、
必要な施策を講ずるものとされました。

≪都市農業に関する広報活動≫

≪都市農業者との交流活動≫

○農林水産省事業によるHPの開設

農業祭は、都市住民と都市農業者の交流の場となっています。

○自治体における情報誌の発行

大阪市
横浜市

さいたま市

インターネットや出版物を利用して、都市農業に関する様々な情報が発信されています。

兵庫県西宮市

http://toshi-nogyo.jp/kinou/shokuiku.html

東京都東久留米市 千葉県松戸市
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第十九条 国及び地方公共団体は、都市農業に関心を有する都市住民が都市農業の
振興に係る多様な取組に積極的に参加することができるよう、農業に関する知識
及び技術の習得の促進その他の必要な施策を講ずるものとする。

都市住民による農業に関する知識及び技術の習得の促進等

○ 国及び地方公共団体は、都市農業に関心をもつ都市住民が多様な取組に積極
的に参加できるよう、必要な施策を講ずるものとされました。

都市農業者を支援する農業ボラン
ティアの育成講座（名古屋市）

中高年ホームファーマー事業による
住民を対象とした栽培技術の研修
（神奈川県）

≪都市住民を対象とした知識・技術の普及≫

消費者を対象とした都市農業学習
講座（兵庫県）

農業に関心を持つ都市住民を対象として、農業技術や都市農業に関する知識を伝える講習会が開かれて
います。

≪都市住民の参加≫

都市農業に関心を持つ住民が積極的に地域の農業に関わることのできる場が設けられています。

農業ふれあいツアーでの地元野菜
の収穫体験（大阪府枚方市）

三富地域でのボランティアによる
落ち葉掃き（埼玉県所沢市）

住民の協力により農業用水を管理
する用水守制度（東京都日野市）
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第二十条 国及び地方公共団体は、都市農業の振興に関し、必要な調査研究を推進する
ものとする。

調査研究の推進

○ 国及び地方公共団体は、都市農業の振興に関し、必要な調査研究を推進する
ものとされました。

第二十一条 農林水産大臣及び国土交通大臣は、第十一条から前条までの施策が適
切かつ効果的に策定され、及び実施されるよう、相互に又は関係行政機関の長と
の間の緊密な連携協力を図りつつ、それぞれの所掌に係る都市農業の振興に関す
る施策を推進しなければならない。

連携協力による施策の推進

○ 農林水産大臣及び国土交通大臣は、相互に又は関係行政機関の長との間の緊密
な連携協力を図りつつ、それぞれの所管する施策を推進することとされました。

国土交通省における都市の緑に関する
調査報告会の様子

≪都市農業に関する調査研究≫

国や地方公共団体において、都市農業の多様な機能の研究、都市農業者や住民の意識調査などが行われ
ています。

【有効回答数】 2264 （％）

販売あり 371 16%
うち50～500万 292
うち500万以上 79

販売なし等 1893 84%

※「販売あり」：販売50万以上

【年齢分布】(Q1) （％）
４０歳未満 29 1%
４０歳代 110 5%
５０歳代 418 19%
６０歳代 886 40%
７０歳代 565 25%
８０歳以上 214 10%

【作目分布】(Q2) （％）
野菜 1281 37%
果樹 782 23%
花き 223 6%
水稲 865 25%

水稲（委託） 271 8%
きのこ 23 1%

観光農業 16 0%
栽培なし 139

【出荷形態】(Q３) （％）
市場出荷 628 28%

直売 364 16%
宅配 48 2%

地元スーパー 19 1%
契約販売 93 4%

【アンケート実施市町（アンケート配布数）】
　豊能町（５４７）
　柏原市（６９６）
　富田林市（１，８００）
　岸和田市（３，１００）
※平成23年8月実施（農家台帳登録者対象）

ア：４０歳未満  イ：４０歳代  ウ：５０歳代
エ：６０歳代　　オ：７０歳代　　 カ：８０歳以上

問１　　あなた（回答いただいている方）の年齢はおいくつですか。

野菜
果樹
花き
水稲（自作)
水稲（全作業、または、一部作業を委託）
きのこ
観光農業
その他
何も栽培していない

問３　あなたの農産物販売方法についてお伺いします。（該当するもの全て）

ア：市場出荷（農協共販、個人出荷）
イ：直売　　ウ：宅配　エ：地元スーパーへ
オ：契約販売
カ：その他（具体的に：　　　　　　　　　　）
キ：販売していない。

問２　あなたが現在栽培している作目についてお伺いします。

担い手アンケートに見る大阪府農業のいま　１０年後は

○５０万円以上販売している農家は１６％でその他の農家は自給的な栽培を行っている。

○農業経営を縮小することを考えている農家が３６％おり、主な要因は高齢化・後継者不在である。

○販売金額が５００万円をこえる農家については縮小意向は少ない。

○縮小意向者のうち、３５％が農地を貸してもよいと回答しており、その約半数が公的機関が関与す

る形での貸借を、希望している。

○今後求められている支援策については、ほ場・道水路の整備や施設･機械の導入補助、鳥獣柵

設置補助等のハード整備が高率で、鳥獣･病害虫被害の防除方法指導や環境保全型農業の指導

等ソフト対策が求められている。

アンケート結果の概要

参考資料
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調査結果の報告書の例

＜埼玉県川口市＞
＜農林水産省事業＞

＜大阪府＞



連絡先：農林水産省 農村振興局 都市農村交流課 都市農業室

住 所：〒100-8950 東京都千代田区霞ヶ関1-2-1

直 通：03（3502）0033

本資料は、以下の農林水産省のＨＰに掲載しています。

http://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/tosi_nougyo/index.html

表紙 左上：東京都武蔵野市 右上：神奈川県相模原市
左下：名古屋市 右下：兵庫県西宮市

東京都練馬区の農業体験農園（撮影：井坂英彰）


